
○余市町手数料徴収条例 

平成１２年３月６日 

条例第３号 

改正 平成１４年４月１６日条例第１２号 

平成１４年６月１７日条例第２０号 

平成１５年５月３０日条例第１３号 

平成１５年６月１７日条例第１４号 

平成１６年４月１５日条例第８号 

平成１７年３月２８日条例第１０号 

平成２１年２月２４日条例第１号 

平成２４年３月２３日条例第１１号 

平成２５年３月２２日条例第１４号 

平成２６年３月３１日条例第２号 

平成２７年３月２３日条例第８号 

平成２７年６月２５日条例第２８号 

平成２７年９月１８日条例第３２号 

平成２８年３月２５日条例第１１号 

平成２９年３月２４日条例第９号 

令和２年３月１９日条例第４号 

令和２年５月２９日条例第１０号 

令和３年６月２３日条例第１４号 

令和３年１１月１９日条例第１８号 

令和４年３月１日条例第１号 

余市町手数料徴収条例（昭和５１年余市町条例第１２号）の全部を次のように改

正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に

基づき、手数料の徴収について、別に定めるものを除くほか、必要な事項を定め

るものとする。 

（手数料の種類及び額等） 

第２条 徴収する手数料の種類及び額は別表のとおりとする。 

２ 公簿類の謄抄本の交付又は閲覧は、町長が認めたものに限る。 

（手数料の徴収等） 

第３条 手数料は、申請のときに徴収する。ただし、町長が特に必要と認める場合

は、この限りでない。 



２ 徴収した手数料は、申請する事項を取り消し、又は変更しても、これを還付し

ない。 

（郵便による請求） 

第４条 郵便で請求するときは、前条の手数料のほか、郵便料に相当する額を収め

なければならない。 

（手数料の減免） 

第５条 次に掲げるものについては、手数料を徴収しない。 

（１） 国若しくは他の地方公共団体又はこれらの機関から公務につき必要とす

る旨請求があったもの 

（２） 公務員が職務上必要で請求するもの 

（３） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）により保護を受けているもの

又はその保護を受けるに必要なための申請があったもの 

（４） その他町長が特別の事由があると認めたもの 

２ 戸籍事項の証明に関し、条例で定めるところにより無料で証明を行うことがで

きる旨を規定する法律の規定に基づき、請求する者については、手数料を徴収し

ない。 

３ 前項に定めるもののほか、町長が必要と認めるものについては、減額すること

ができる。 

（過料） 

第６条 詐欺その他不正の行為により、手数料の徴収を免れた者については、その

免れた金額の５倍に相当する額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないと

きは、５万円とする。）以下の過料を科する。 

（委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

（余市町手数料徴収条例の全部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行前において納付すべきであった手数料については、なお従前の

例による。 

附 則（平成１４年４月１６日条例第１２号抄） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成１４年４月１日から適用する。（後

略） 

附 則（平成１４年６月１７日条例第２０号） 



この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年５月３０日条例第１３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年６月１７日条例第１４号） 

この条例は、平成１５年８月２５日から施行する。 

附 則（平成１６年４月１５日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年３月２８日条例第１０号） 

この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年２月２４日条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行日前に申請、申込等がなされた事務に係る手数料については、

なお従前の例による。 

附 則（平成２４年３月２３日条例第１１号） 

この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２２日条例第１４号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日条例第２号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２３日条例第８号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、別表の３３の項の改正

規定は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成２

６年法律第４６号）の施行の日から施行する。 

附 則（平成２７年６月２５日条例第２８号） 

この条例は、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１１８条第１項の規定によ

る法務大臣の指定を受けた日から施行する。 

附 則（平成２７年９月１８日条例第３２号） 

この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 別表の１０、１４及び１５の項の改正規定 公布の日 

（２） 別表の１１の２及び１３の項の改正規定 平成２８年１月１日 

附 則（平成２８年３月２５日条例第１１号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 



附 則（平成２９年３月２４日条例第９号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１９日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年５月２９日条例第１０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年６月２３日条例第１４号） 

この条例は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和３年１１月１９日条例第１８号） 

この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

附 則（令和４年３月１日条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のそれぞれの条例に規定する使用料に関する規定は、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用に係る使用料について

適用し、施行日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に申請、申込み等がなされた事務に係る手数料については、なお従前

の例による。 

別表（第２条第１項関係） 

手数料の種類 単位 金額 

１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交

付又は磁気ディスクをもって調

製された戸籍に記録されている

事項の全部若しくは一部を証明

した書面の交付 

１通につき ４５０円 

２ 戸籍に記載した事項に関する

証明 

１件につき ３５０円 

３ 除かれた戸籍の謄本若しくは

抄本の交付又は磁気ディスクを

もって調製された除かれた戸籍

に記録されている事項の全部若

しくは一部を証明した書面の交

付 

１通につき ７５０円 



４ 除かれた戸籍に記載した事項

に関する証明 

１件につき ４５０円 

５ 身分に関する証明 １件につき ３００円 

６ 戸籍の附票の写しの交付 １通につき ３００円 

７ 戸籍法（昭和２２年法律第２２

４号）の規定に基づく届出若しく

は申請の受理の証明又は届書そ

の他受理をした書類に記載した

事項の証明 

１件につき ３５０円（婚姻、離

婚、養子縁組、養子

離縁又は認知の届

出の受理について

請求により法務省

令で定める様式に

よる上質紙を用い

る場合にあっては、

１件につき １，４

００円） 

８ 戸籍法の規定に基づく届書そ

の他受理をした書類の閲覧 

１件につき ３５０円 

９ 住民基本台帳の閲覧 １件につき ３００円 

１０ 住民票の写しの交付（広域交

付の住民票の写しの交付を含

む。） 

１通につき ３００円 

１１ 住民票の記載事項の証明 １件につき ３００円 

１２ 削除   

１３ 削除   

１４ 印鑑登録の証明 １件につき ３００円 

１５ 印鑑登録証の交付 １枚につき ３００円 

１６ 土地建物その他不動産証明

（土地は１筆、建物は１棟をもっ

て１件とする。） 

１件につき ３００円 

１７ 土地建物に関する台帳の閲

覧（土地は１筆、建物は１棟をも

って１件とする。） 

１件につき ３００円 

１８ 諸税及び公課に関する証明 １件につき ３００円 

１９ 納税証明 １枚につき ３００円 

１９の２ 固定資産課税台帳の閲 １回につき ３００円 



覧 

１９の３ 固定資産課税台帳に記

載されている事項の証明（土地は

１筆、建物は１棟をもって１件と

する。） 

１件につき ３００円 

２０ 営業に関する証明 １件につき ３００円 

２１ 公簿、公文書、図面等の閲覧 １件につき ３００円 

２２ 公簿、公文書の謄抄本の証明 １枚につき ３００円 

２３ 現況証明 １筆につき １，５００円 

１筆増すごとに ８００円 

２４ 農業経営証明 １件につき ３００円 

２５ 農地法による申請受理済証

明書 

１件につき ３００円 

２６ 臨時運行許可申請 １両につき ７５０円 

２７ 削除   

２８ 船員手帳の交付又は書換え １件につき １，９５０円 

２９ 船員手帳訂正 １件につき ４３０円 

３０ 優良宅地造成認定申請 １件につき ８６，０００円 

３１ 優良住宅新築認定申請   

新築住宅床面積の合計   

ア １００平方メートル以

下 

１件につき ６，２００円 

イ １００平方メートルを

超え５００平方メートル

以下 

１件につき ８，６００円 

ウ ５００平方メートルを

超え２，０００平方メー

トル以下 

１件につき １３，０００円 

エ ２，０００平方メートル

を超え１万平方メートル

以下 

１件につき ３５，０００円 

オ １万平方メートルを超

え５万平方メートル以下 

１件につき ４３，０００円 

３２ 動物の飼養又は、収容の許可１件につき ６，０００円 



申請（化製場等に関する法律施行

条例（昭和５９年北海道条例第５

２号）第９条） 

３３ 鳥獣飼養登録票の交付又は

その更新若しくは再交付（鳥獣の

保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律（平成１４年法律

第８８号）第１９条） 

１件につき ３，４００円 

３４ 地籍調査の成果等に関する

証明等 

  

ア 図根三角点、図根多角点

網図複写 

１枚につき ２，０００円 

イ 図根三角点、図根多角点

網図閲覧 

１枚につき ５００円 

ウ 図根三角点成果簿閲覧 １点につき １，３００円 

エ 図根多角測量成果簿閲

覧 

１点につき １，０００円 

オ 航測図根点配置図複写 １枚につき ２，０００円 

カ 航測図根点配置図閲覧 １枚につき ５００円 

キ 航測図根点成果簿閲覧 １点につき １，０００円 

ク 地籍図複写 １枚につき ７００円 

ケ 地籍図閲覧 １枚につき ３００円 

コ 細部測量成果簿閲覧 １点につき １，０００円 

サ 集成図複写 １枚につき ２，０００円 

シ 集成図閲覧 １枚につき ５００円 

ス 地籍簿複写 １枚につき ５００円 

セ 地籍簿閲覧 １枚につき ３００円 

ソ 現地立会証明 １件につき ５，０００円 

タ その他の証明 １件につき ３００円 

チ その他の複写 １枚につき ３００円 

ツ その他の閲覧 １件につき ３００円 

３５ 国土調査法（昭和２６年法律

第１８０号）に基づく調査の成果

等に関する証明等 

  



ア 基準点網図複写 １枚につき ２，０００円 

イ 基準点網図閲覧 １枚につき ５００円 

ウ １級基準点成果表閲覧 １点につき １，３００円 

エ ３級基準点成果表閲覧 １点につき １，０００円 

オ ４級基準点成果表閲覧 １点につき １，０００円 

カ 換地図複写 １枚につき ７００円 

キ 換地図閲覧 １枚につき ３００円 

ク 換地図全図複写 １枚につき ２，０００円 

ケ 換地図全図閲覧 １枚につき ５００円 

コ その他の証明 １件につき ３００円 

サ その他の複写 １枚につき ３００円 

シ その他の閲覧 １件につき ３００円 

３６ 長期優良住宅建築等計画の

認定申請 

１戸につき （１） 当該申請が

住宅の新築に係

るものである場

合 次に掲げる

当該申請に係る

１棟の住宅の戸

数の区分に応じ、

それぞれ次に定

める金額を当該

申請及び当該申

請と同時に行わ

れた同一の住宅

に係る認定申請

の総数で除して

得た額（この額に

５０円未満の端

数が生じたとき

はこれを切り捨

て、５０円以上１

００円未満の端

数が生じたとき

はこれを１００



円に切り上げる

ものとする。） 

ア 住宅の戸数

（住宅の品質

確保の促進等

に関する法律

（平成１１年

法律第８１号）

第６条の２第

３項又は第４

項に規定する

長期使用構造

等であるかど

うかの確認（以

下「長期使用構

造等確認」とい

う。）を受けた

場合） 

（ア） １戸の

もの １４，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ２

４，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

４０，０００

円 

イ 住宅の戸数

（長期使用構

造等確認を受

けていない場

合） 



（ア） １戸の

もの ４９，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの １

１５，０００

円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

１８３，００

０円 

（２） 当該申請が

住宅の増築又は

改築に係るもの

である場合 次

に掲げる当該申

請に係る１棟の

住宅の戸数の区

分に応じ、それぞ

れ次に定める金

額を当該申請及

び当該申請と同

時に行われた同

一の住宅に係る

認定申請の総数

で除して得た額

（この額に５０

円未満の端数が

生じたときはこ

れを切り捨て、５

０円以上１００

円未満の端数が

生じたときはこ



れを１００円に

切り上げるもの

とする。） 

ア 住宅の戸数

（長期使用構

造等確認を受

けた場合） 

（ア） １戸の

もの ２０，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ３

６，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

５９，０００

円 

イ 住宅の戸数

（長期使用構

造等確認を受

けていない場

合） 

（ア） １戸の

もの ７３，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの １

７２，０００

円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

２７４，００



０円 

摘要 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成２０年法律第８７号。以下次項にお

いて「法」という。）第６条第２項の規定に

よる申出をする場合にあっては、この項に規

定する金額に余市町建築確認申請等手数料

徴収条例（平成１２年余市町条例第５号。以

下「建築確認手数料条例」という。）第２条

に規定する金額を合算して得た金額とする。 

３７ 長期優良住宅建築等計画の

変更認定申請 

１戸につき （１） 住宅の建築

に関する工事の

着手予定時期及

び完了予定時期

並びに譲受人の

決定の予定時期

及び管理者等の

選任の予定時期

の変更のみの場

合 ８００円 

（２） 当該申請が

住宅の新築に係

るものである場

合（前号に掲げる

場合を除く。） 

次に掲げる当該

申請に係る１棟

の住宅の戸数の

区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額を当該申請

及び当該申請と

同時に行われた

同一の住宅に係

る変更認定申請



の総数で除して

得た額（この額に

５０円未満の端

数が生じたとき

はこれを切り捨

て、５０円以上１

００円未満の端

数が生じたとき

はこれを１００

円に切り上げる

ものとする。） 

ア 住宅の戸数

（長期使用構

造等確認を受

けた場合又は

長期使用構造

等の変更がな

い場合（以下こ

の項において

「長期使用構

造等確認を受

けた場合等」と

いう。）） 

（ア） １戸の

もの １１，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの １

９，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

３１，０００

円 



イ 住宅の戸数

（ア以外の場

合） 

（ア） １戸の

もの ２８，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ６

４，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

１０３，００

０円 

（３） 当該申請が

住宅の増築又は

改築に係るもの

である場合（第１

号に掲げる場合

を除く。） 次に

掲げる当該申請

に係る１棟の住

宅の戸数の区分

に応じ、それぞれ

次に定める金額

を当該申請及び

当該申請と同時

に行われた同一

の住宅に係る変

更認定申請の総

数で除して得た

額（この額に５０

円未満の端数が

生じたときはこ



れを切り捨て、５

０円以上１００

円未満の端数が

生じたときはこ

れを１００円に

切り上げるもの

とする。） 

ア 住宅の戸数

（長期使用構

造等確認を受

けた場合等） 

（ア） １戸の

もの １５，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ２

８，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

４７，０００

円 

イ 住宅の戸数

（ア以外の場

合） 

（ア） １戸の

もの ４２，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ９

６，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 



１５４，００

０円 

摘要 法第８条第２項において準用する法第

６条第２項の規定による申出をする場合に

あっては、この項に規定する金額に建築確認

手数料条例第２条に規定する金額を合算し

て得た金額とする。 

３８ 譲受人を決定した場合にお

ける認定長期優良住宅建築等計

画の変更認定申請 

１件につき １，５００円 

３９ 長期優良住宅建築等計画の

認定を受けた地位の承継承認申

請 

１件につき １，５００円 

４０ 低炭素建築物新築等計画の

認定申請 

１件につき （１） 住宅の戸数

を単位として認

定を申請する場

合 次に掲げる

当該申請に係る

１棟の住宅の当

該申請の対象で

ある戸数の区分

に応じ、それぞれ

次に定める金額 

ア 住宅の戸数

（住宅の品質

確保の促進等

に関する法律

（平成１１年

法律第８１号）

第５条第１項

に規定する登

録住宅性能評

価機関による

認定に係る技



術的審査（以下

「評価機関審

査」という。）

を受けた場合） 

（ア） １戸の

もの ６，１

００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの １

１，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

１７，０００

円 

イ 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けてい

ない場合） 

（ア） １戸の

もの ３７，

０００ 円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ７

４，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

１０４，００

０円 

（２） 住宅以外の

用途に供する一

の建築物を単位

として認定を申



請する場合 

次に掲げる場

合の区分に応じ、

それぞれ次に定

める金額 

ア 当該申請に

係る建築物の

エネルギーの

使用の効率性

その他の性能

を、建物の用途

ごとに建物の

形状、室の用途

の構成等を仮

定したモデル

となる建物に

対して、当該申

請に係る建築

物に導入され

る外皮及び設

備の仕様を適

用し、当該モデ

ルとなる建物

についてエネ

ルギーの使用

の効率性その

他の性能を計

算する方法（以

下「モデル建物

法」という。）

で計算して認

定を申請する

場合 

次に掲げる



当該申請に係

る１棟の建築

物の床面積の

合計の区分に

応じ、それぞれ

次に定める金

額 

（ア） 床面積

の合計（建築

物のエネル

ギー消費性

能の向上に

関する法律

（平成２７

年法律第５

３号）第１５

条第１項に

規定する登

録建築物エ

ネルギー消

費性能判定

機関による

技術的審査

（以下「判定

機関審査」と

いう。）を受

けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平



方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

０３，０

００円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

１６８，

０００円 

イ アに掲げる

場合以外の場

合 次に掲げ

る当該申請に

係る１棟の建

築物の床面積

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（判定



機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ２

５８，０

００円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

４１２，

０００円 

摘要 

１ 住宅の用途に供する部分及び住宅以外

の用途に供する部分を有する一の建築物



を単位として申請する場合は、それぞれの

部分につきこの項の金額の欄第１号及び

第２号に規定する金額を合算して得た金

額とする。 

２ １の場合において、同一の建築物に係る

この項の金額の欄第１号の認定を同時に

申請する場合は、当該第１号の申請に係る

手数料は、徴収しない。 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平

成２４年法律第８４号。以下次項において

「法」とい う。）第５４条第２項の規定

による申出をする場合にあっては、この項

に規定する金額に建築確認手数料条例第

２条に規定する金額を合算して得た金額

とする。 

４１ 低炭素建築物新築等計画の

変更認定申請 

１戸又１棟につき （１） 工事の着手

予定時期及び完

了予定時期の変

更のみの場合 

８００円 

１件につき （２） 住宅の戸数

を単位として変

更認定を申請す

る場合 次に掲

げる当該申請に

係る１棟の住宅

の当該申請の対

象である戸数の

区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額 

ア 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けた場



合） 

（ア） １戸の

もの ６，１

００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの １

１，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

１７，０００

円 

イ 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けてい

ない場合） 

（ア） １戸の

もの ２１，

０００円 

（イ） ２戸以

上５戸以内

のもの ４

２，０００円 

（ウ） ６戸以

上のもの 

６１，０００

円 

１件につき （３） 住宅以外の

用途に供する一

の建築物を単位

として変更認定

を申請する場合 

次に掲げる場合

の区分に応じ、そ



れぞれ次に定め

る金額 

ア 当該申請に

係る建築物の

エネルギーの

使用の効率性

その他の性能

をモデル建物

法で計算して

認定を申請す

る場合 次に

掲げる当該申

請に係る１棟

の建築物の床

面積の合計の

区分に応じ、そ

れぞれ次に定

める金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 



（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ５

７，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

９８，０

００円 

イ アに掲げる

場合以外の場

合 次に掲げ

る当該申請に

係る１棟の建

築物の床面積

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の



もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

３４，０

００円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２２０，

０００円 

摘要 

１ 住宅の用途に供する部分及び住宅以外

の用途に供する部分を有する一の建築物

を単位として申請する場合は、それぞれの

部分につきこの項の金額の欄第２号及び

第３号に規定する金額を合算して得た金

額とする。 

２ １の場合において、同一の建築物に係る



この項の金額の欄第２号の変更認定を同

時に申請する場合は、当該第２号の申請に

係る手数料は、徴収しない。 

３ 法第５５条第２項において準用する法

第５４条第２項の規定による申出をする

場合にあっては、この項に規定する金額に

建築確認手数料条例第２条に規定する金

額を合算して得た金額とする。 

４２ 建築物エネルギー消費性能

向上計画の認定申請 

１件につき （１） 住宅の戸数

を単位として認

定を申請する場

合 次に掲げる

当該申請に係る

１棟の住宅の当

該申請の対象で

ある戸数の区分

に応じ、それぞれ

次に定める金額 

ア 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けた場

合） 

（ア） １戸の

もの 次に

掲げる床面

積の合計の

区分に応じ、

それぞれ次

に定める金

額 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの 



６，１０

０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

６，１０

０円 

（イ） ２戸以

上４戸以内

のもの １

１，０００円 

（ウ） ５戸以

上のもの 

２２，０００

円 

イ 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けてい

ない場合） 

（ア） １戸の

もの 次に

掲げる床面

積の合計の

区分に応じ、

それぞれ次

に定める金

額 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの ３

７，００

０円 



B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

４１，０

００円 

（イ） ２戸以

上４戸以内

のもの ７

４，０００円 

（ウ） ５戸以

上のもの 

１２３，００

０円 

（２） 共同住宅の

用途に供する一

の建築物を単位

として認定を申

請する場合 前

号ア（イ）及び

（ウ）並びにイ

（イ）及び（ウ）

に掲げる当該申

請に係る１棟の

建築物の共同住

宅の戸数の区分

に応じ、それぞれ

前号ア（イ）及び

（ウ）並びにイ

（イ）及び（ウ）

に定める金額に、

次に掲げる当該

申請に係る１棟

の建築物の共同



住宅の住戸以外

の部分について、

それぞれ次に定

める金額を合算

して得た金額 

ア 評価機関審

査を受けた場

合 １１，００

０円 

イ 評価機関審

査を受けてい

ない場合 ７

４，０００円 

（３） 住宅以外の

用途に供する一

の建築物を単位

として認定を申

請する場合 次

に掲げる場合の

区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額 

ア 当該申請に

係る建築物の

エネルギー消

費性能が建築

物エネルギー

消費性能基準

等を定める省

令（平成２８年

経済産業省・国

土交通省令第

１号。以下この

項から４４の



項において「基

準省令」とい

う。）第１０条

第１号イ（１）

及びロ（１）に

適合している

旨の認定を申

請する場合 

次に掲げる当

該申請に係る

１棟の建築物

の床面積の合

計の区分に応

じ、それぞれ次

に定める金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を



受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ２

４４，０

００円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

３９４，

０００円 

イ 当該申請に

係る建築物の

エネルギー消

費性能が基準

省令第１０条

第１号イ（２）

及びロ（２）に

適合している

旨の認定を申

請する場合 

次に掲げる当

該申請に係る

１棟の建築物

の床面積の合

計の区分に応

じ、それぞれ次

に定める金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を



受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ９

３，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

１５６，

０００円 

摘要 

１ 同一の建築物に係るこの項の金額の欄

の第１号及び第２号の認定を同時に申請

する場合は、当該第１号の申請に係る手数



料は、徴収しない。 

２ 住宅（共同住宅を除く。）の用途に供す

る部分及び共同住宅以外の用途に供する

部分を有する一の建築物を単位として認

定を申請する場合は、それぞれの部分につ

きこの項の金額の欄の第１号及び第３号

に規定する金額を合算して得た金額とす

る。 

３ 共同住宅の用途に供する部分及びそれ

以外の用途に供する部分を有する一の建

築物を単位として認定を申請する場合は、

それぞれの部分につきこの項の金額の欄

の第２号及び第３号に規定する金額を合

算して得た金額とする。 

４ ２又は３の場合において、同一の建築物

に係るこの項の金額の欄の第１号の認定

を同時に申請するときは、同号の申請に係

る手数料は、徴収しない。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成２７年法律第５３号。以

下次項において「法」という。）第３０条

第２項の規定による申出をする場合にあ

っては、この項に規定する金額に建築確認

手数料条例第２条に規定する金額を合算

して得た金額とする。 

４３ 建築物エネルギー消費性能

向上計画の変更認定申請 

１件につき （１） 工事の着手

予定時期及び完

了予定時期の変

更のみの場合 

１戸又は１棟に

つき １，０００

円 

（２） 住宅の戸数

を単位として変



更認定を申請す

る場合 次に掲

げる当該申請に

係る１棟の住宅

の当該申請の対

象である戸数の

区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額 

ア 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けた場

合） 

（ア） １戸の

もの 次に

掲げる床面

積の合計の

区分に応じ、

それぞれ次

に定める金

額 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの 

６，１０

０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

６，１０

０円 

（イ） ２戸以



上４戸以内

のもの １

１，０００円 

（ウ） ５戸以

上のもの 

２２，０００

円 

イ 住宅の戸数

（評価機関審

査を受けてい

ない場合） 

（ア） １戸の

もの 次に

掲げる床面

積の合計の

区分に応じ、

それぞれ次

に定める金

額 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの ２

１，００

０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

２３，０

００円 

（イ） ２戸以

上４戸以内

のもの ４



２，０００円 

（ウ） ５戸以

上のもの 

７２，０００

円 

（３） 共同住宅の

用途に供する一

の建築物を単位

として変更認定

を申請する場合 

前号ア（イ）及び

（ウ）並びにイ

（イ）及び（ウ）

に掲げる当該申

請に係る１棟の

建築物の共同住

宅の戸数の区分

に応じ、それぞれ

前号ア（イ）及び

（ウ）並びにイ

（イ）及び（ウ）

に定める金額に、

次に掲げる当該

申請に係る１棟

の建築物の共同

住宅の住戸以外

の部分について、

それぞれ次に定

める金額を合算

して得た金額 

ア 評価機関審

査を受けた場

合 １１，００

０円 



イ 評価機関審

査を受けてい

ない場合 ４

２，０００円 

（４） 住宅以外の

用途に供する一

の建築物を単位

として変更認定

を申請する場合 

次に掲げる場合

の区分に応じ、そ

れぞれ次に定め

る金額 

ア 当該申請に

係る建築物の

エネルギー消

費性能が基準

省令第１０条

第１号イ（１）

及びロ（１）に

適合している

旨の変更認定

を申請する場

合 次に掲げ

る当該申請に

係る１棟の建

築物の床面積

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を



受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

２７，０

００円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２１１，

０００円 

イ 当該申請に

係る建築物の

エネルギー消

費性能が基準



省令第１０条

第１号イ（２）

及びロ（２）に

適合している

旨の変更認定

を申請する場

合 次に掲げ

る当該申請に

係る１棟の建

築物の床面積

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな



い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ５

２，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

９２，０

００円 

摘要 

１ 同一の建築物に係るこの項の金額の欄

の第２号及び第３号の変更認定を同時に

申請する場合は、当該第２号の申請に係る

手数料は、徴収しない。 

２ 住宅（共同住宅を除く。）の用途に供す

る部分及び共同住宅以外の用途に供する

部分を有する一の建築物を単位として変

更認定を申請する場合は、それぞれの部分

につきこの項の金額の欄の第２号及び第

４号に規定する金額を合算して得た金額

とする。 

３ 共同住宅の用途に供する部分及びそれ

以外の用途に供する部分を有する一の建

築物を単位として変更認定を申請する場

合は、それぞれの部分につきこの項の金額

の欄の第３号及び第４号に規定する金額

を合算して得た金額とする。 

４ ２又は３の場合において、同一の建築物

に係るこの項の金額の欄の第２号の変更

認定を同時に申請するときは、当該第２号



の申請に係る手数料は、徴収しない。 

５ 法第３１条第２項において準用する法

第３０条第２項の規定による申出をする

場合にあっては、この項に規定する金額に

建築確認手数料条例第２条に規定する金

額を合算して得た金額とする。 

４４ 建築物エネルギー消費性能

基準適合の認定申請 

１件につき （１） 住宅（共同

住宅を除く。）の

用途に供する一

の建築物を単位

として認定を申

請する場合 次

に掲げる場合の

区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額 

ア 当該申請に

係る建築物に

ついて基準省

令第１条第１

項第２号イ

（１）及びロ

（１）に適合し

ている旨の認

定を申請する

場合 次に掲

げる当該申請

に係る１棟の

建築物の床面

積の合計の区

分に応じ、それ

ぞれ次に定め

る金額 

（ア） 床面積



の合計（評価

機関審査を

受けた場合） 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの 

６，１０

０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

６，１０

０円 

（イ） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの ３

７，００

０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

４１，０

００円 

イ アに掲げる

場合以外の場



合 次に掲げ

る当該申請に

係る１棟の建

築物の床面積

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けた場合） 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの 

６，１０

０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

６，１０

０円 

（イ） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ２００平

方メート

ル以内の

もの １

９，００



０円 

B ２００平

方メート

ルを超え

るもの 

２０，０

００円 

（２） 共同住宅の

用途に供する一

の建築物を単位

として認定を申

請する場合 次

に掲げる場合の

区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額 

ア 当該申請に

係る建築物に

ついて基準省

令第１条第１

項第２号イ

（１）及びロ

（１）に適合し

ている旨の認

定を申請する

場合 次に掲

げる当該申請

に係る１棟の

建築物の床面

積（基準省令第

５条第３項第

２号に掲げる

住宅にあって

は、当該住宅の



共用部分の床

面積を除く。）

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２２，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ７

４，００

０円 

B ３００平



方メート

ルを超え

るもの 

１２３，

０００円 

イ アに掲げる

場合以外の場

合 次に掲げ

る当該申請に

係る１棟の建

築物の床面積

（基準省令第

５条第３項第

２号に掲げる

住宅並びに基

準省令第１条

第１項第２号

イ（３）及びロ

（３）に適合し

ている旨の認

定を申請する

住宅にあって

は、当該住宅の

共用部分の床

面積を除く。）

の合計の区分

に応じ、それぞ

れ次に定める

金額 

（ア） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平



方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２２，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（評価

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ３

５，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

６１，０

００円 

（３） 住宅以外の

用途に供する一

の建築物を単位

として認定を申

請する場合 次

に掲げる場合の



区分に応じ、それ

ぞれ次に定める

金額 

ア 当該申請に

係る建築物に

ついて基準省

令第１条第１

項第１号イに

適合している

旨の認定を申

請する場合 

次に掲げる当

該申請に係る

１棟の建築物

の床面積の合

計の区分に応

じ、それぞれ次

に定める金額 

（ア） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 



（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ２

４４，０

００円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

３９４，

０００円 

イ 当該申請に

係る建築物に

ついて基準省

令第１条第１

項第１号ロに

適合している

旨の認定を申

請する場合 

次に掲げる当

該申請に係る

１棟の建築物

の床面積の合

計の区分に応

じ、それぞれ次

に定める金額 

（ア） 床面積

の合計（判定



機関審査を

受けた場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの １

１，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

２９，０

００円 

（イ） 床面積

の合計（判定

機関審査を

受けていな

い場合） 

A ３００平

方メート

ル以内の

もの ９

３，００

０円 

B ３００平

方メート

ルを超え

るもの 

１５６，

０００円 

摘要 

１ 住宅（共同住宅を除く。）の用途に供す

る部分及び共同住宅以外の用途に供する



部分を有する一の建築物を単位として認

定を申請する場合は、それぞれの部分につ

きこの項の金額の欄の第１号及び第３号

に規定する金額を合算して得た金額とす

る。 

２ 共同住宅の用途に供する部分及びそれ

以外の用途に供する部分を有する一の建

築物を単位として認定を申請する場合は、

それぞれの部分につきこの項の金額の欄

の第２号及び第３号に規定する金額を合

算して得た金額とする。 

４５ 前各号に該当しない証明 １件につき ３００円 

 


